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「「令和の日本型学校教育」を担う質の高い教師の確保のための環境整備に

関する総合的な方策について（答申）」（令和６年８月 27 日中央教育審議

会）を踏まえた取組の徹底等について通知します。 
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「「令和の日本型学校教育」を担う質の高い教師の確保のため

の環境整備に関する総合的な方策について（答申）」（令和６

年８月 27 日中央教育審議会）を踏まえた取組の徹底等につい

て（通知） 

学校における働き方改革を含む教師を取り巻く環境整備については、「学校

における働き方改革に関する取組の徹底について（通知）」（平成 31 年３月 18

日付け文部科学事務次官通知）等に基づき、各教育委員会及び各学校等におい

て、様々な取組を総合的に進めていただいてきたところです。 

その結果、令和４年度に実施した教員勤務実態調査を踏まえて推計した教諭

の月当たりの平均の時間外在校等時間は、平成 28 年度に実施した教員勤務実態

調査と比較して約３割減少するなど、全体として見れば学校における働き方改

革の取組が着実に進捗していますが、依然として時間外在校等時間が長い教師

も多いという実態は、改めて深刻に受け止める必要があります。加えて、全国

的に教師不足が生じていることは憂慮すべき状況であるとともに、教師のメン

タルヘルス対策も喫緊の課題となっています。
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 このような現状を踏まえ、文部科学省では、令和５年５月 22 日に、中央教育

審議会に諮問を行い、令和６年８月 27 日に、「「令和の日本型学校教育」を担

う質の高い教師の確保のための環境整備に関する総合的な方策について（答

申）」（以下「答申」という。別添資料１参照。）が取りまとめられました。 

 

答申においては、日本の学校教育が、全国において優れた教師の献身的な努

力により支えられ続けてきたことを評価した上で、教師を取り巻く環境整備の

最終的な目的を、学校教育の質の向上を通した、「全ての子供たちへのよりよ

い教育の実現」と位置付けています。その上で、教師の長時間勤務等の状況を

改善し、教師が心身ともに充実した状態で、学びの専門職としての「働きやす

さ」と「働きがい」を両立し、日々活き活きと児童生徒と接することができる

環境の整備に向け、①学校における働き方改革の更なる加速化、②教師の処遇

改善、③学校の指導・運営体制の充実を一体的・総合的に推進する必要がある

ことが提言されており、それぞれについて、国、教育委員会、学校等の各主体

が取り組むべき方策が具体的に示されました。 

答申において示された方策の中には、国における法制面及び予算面の措置が

必要となるものが多く含まれており、文部科学省においては、教師を取り巻く

環境整備を進めるため、「教師を取り巻く環境整備 総合推進パッケージ」（令

和６年８月 29 日。別添資料２参照。）を取りまとめるとともに、令和７年度概

算要求において所要の経費を要求しました（別添資料３参照）。 

 

また、答申においては、教師を取り巻く環境整備に向けて、改めて教育に関

わる全ての者の総力を結集して取り組む必要があるとされています。具体的に

は、 

① 国、都道府県、市町村、各学校など、それぞれの主体が自分事としてその

権限と責任に基づき主体的に取り組むこと 

② 保護者や地域住民、企業など、社会全体が一丸となって上記の課題に対

応していくこと 

が極めて重要であると示されたところです。 

 このことを踏まえ、ただちに各教育委員会及び各学校等において取り組むこ

とが可能であり、かつ改めて取組の徹底が必要な方策等について、下記のとお

り整理しましたので、学校や地域、教職員や児童生徒等の実情を踏まえつつ、

必要な取組の推進をお願いします。 

 

各地方公共団体の長におかれては、各教育委員会が進める取組について、積

極的な御支援をお願いします。 

各都道府県教育委員会におかれては、域内の市（指定都市を除く。以下同じ。）

町村長及び市町村教育委員会に対して、本件について周知を図るとともに、十

分な指導助言に努めていただくようお願いします。 

 また、各都道府県教育委員会及び各指定都市教育委員会におかれては、所管

の学校に対して、本件について周知を図るとともに、学校における働き方改革
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を含む教師を取り巻く環境整備を進める上では校長等の管理職の役割も大きい

ことから、校長等の管理職がその権限と責任を踏まえて適切に対応できるよう、

必要な指示や支援等に努めていただくようお願いします。 

さらに、各都道府県教育委員会におかれては、本件について域内の市町村が

設置する学校に対して周知が図られ、校長がその権限と責任を踏まえて適切に

対応できるよう支援等をお願いします。 

なお、各教育委員会において所管の学校に対して周知する際には、例えば、

各学校において進める必要がある取組を整理して、教育委員会主催の研修等で

周知するなど、効果的な周知に取り組んでいただくようお願いします。 

 

記 

 

１．学校における働き方改革の更なる加速化 

（１）学校・教師が担う業務の適正化の一層の推進 

 

教師の服務を監督する教育委員会（以下「服務監督教育委員会」という。）

は、業務の優先順位を踏まえて思い切った業務の廃止を打ち出す等、真に必要

な取組に精選することが、教育の質の向上の観点から重要であるという認識を

学校・家庭・地域とも共有しつつ、業務の適正化のために必要な予算措置等も

含め主体的な役割を引き続き果たす必要がある。その際、教育委員会は、従来

型の指導・助言にとどまらず、現場との対話を通じ、課題解決に向けた学校の

取組を支援する伴走者としての役割が期待されていることも踏まえる必要があ

る。 

また、「チーム学校」の実現に向け、学校は、教師と事務職員や支援スタッフ

等が業務を分担して「協働」することを徹底するとともに、学校の組織体制の

在り方を必要に応じて見直す必要がある。 

 

① 「３分類」に基づく 14 の取組の徹底等 

学校における働き方改革の更なる加速化に向けては、学校教育の質の向

上のために、教師が教師でなければできないことに集中できるよう、学校・

教師が担う業務の適正化の一層の推進が重要である。 

このような観点から、答申別紙「３分類に基づく 14 の取組の実効性を確

保するための各主体による「対応策の例」」をもとに、引き続き、「学校・

教師が担う業務に係る３分類」（以下「３分類」という。）に基づく 14 の

取組の徹底を図ること。その際、教育委員会及び学校が互いに連携して、保

護者や地域住民、首長部局等の理解・協力を得つつ、連携を図りながら取組

を進めることが重要であること。 

特に、文部科学省においては、学校向けの調査の内容の見直しや精選を行

うため、各調査の実施担当部署とは別に、調査内容の事前確認を行う担当部

署を設けており、都道府県・指定都市及び市町村においても、独自に実施す

る調査等の見直しや学校等への一律の依頼・配布を各教育委員会の判断で

控えることや、公的機関の業務上の必要性に基づく調査以外の任意調査等
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について各学校の判断で回答を控えること等、調査・統計への回答等に係る

具体的な負担の軽減を図ること。 

また、学校は各部活動の状況を、服務監督教育委員会は各学校における部

活動の状況をそれぞれ把握するとともに、「学校部活動及び新たな地域クラ

ブ活動の在り方等に関する総合的なガイドライン」において示された休養

日・活動時間を遵守し、不適切な事例が確認された場合は、指導・是正を行

うこと。 

 

② 学校プールの管理 

学校施設の管理のうち、特に学校プールについては、昨今、その管理を担

当することとされた教師等が給水の停止等をしなかったことで継続的に給

水が行われ、校長や当該教師等が水道料金を賠償する事例が発生するなど、

過度な負担につながっている事態も見受けられる。学校プールの管理につ

いては、３分類の考え方に照らせば、原則「学校の業務だが、必ずしも教師

が担う必要のない業務」であり、学校プールの管理業務に関する教師等の負

担を軽減するため、教育委員会は、指定管理者制度の活用や民間事業者への

業務委託等の取組について検討すること。 

 

③ 教育課程の見直し、学校行事の精選・重点化 

教育課程は各学校において編成するものであるが、特に、標準授業時数を

大幅に上回って（年間 1,086 単位時間以上）いる教育課程を編成している

学校は、まずは、自ら見直すことを前提に点検を行い、指導体制や教育課程

の編成の工夫・改善等により、指導体制に見合った計画とすること。当該学

校を所管する教育委員会は、学校における教育課程編成の改善が適切に行

われるよう速やかに指導・助言を行うこと。 

なお、年間の授業日数は 200 日程度（40 週）が一般的であり、標準授業

時数（年間 1,015 単位時間）を確保するために、必ずしも週当たり 29 単位

時間の授業を実施する必要はないこと。また、教育課程の編成の工夫・改善

等により、週当たりの単位時間数を減少させることで、児童生徒及び教師双

方の負担の軽減を図る取組も見られるところであり、今後、文部科学省にお

いても、週当たりの単位時間数が 29 単位時間よりも少ない教育課程編成の

具体的な例などを紹介し、教育課程編成の見直しに取り組むための情報提

供等を行う予定であること。 

また、学校は、それぞれの学校行事の教育的価値を検討し、教育上真に必

要とされるものに精選することや、より充実した学校行事にするため行事

間の関連や統合を図ることなど、学校行事の精選・重点化を図ること。さら

に、学校行事の事前準備・運営に当たって、教員業務支援員等と連携するマ

ネジメントを徹底することや準備の簡素化、省力化等を進めること。 

 

④ 校務 DX の加速 

教育委員会及び学校は、国の支援等も活用し、GIGA スクール構想の下で

の校務 DX を加速すること。具体的には、教育委員会及び学校は、学校現場
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に既に普及した標準的な GIGA 環境（児童生徒１人１台端末、教師１人１台

端末、クラウドツール）を徹底的に活用し、教師や校内・校外の学校関係者、

教育委員会職員の負担軽減やコミュニケーションの迅速化・活性化に速や

かに取り組むこと。これらは追加の有償ソフト等を導入せずとも実施可能

なことであり、その際、文部科学省が作成した「GIGA スクール構想の下で

の校務 DX 化チェックリスト」も活用すること。なお、教育委員会又は学校

において端末や機能の利用を硬直的に制限している場合には、このことが

校務 DX の阻害要因になり得ることから、当該制限の必要性について改めて

見直しを図ること。また、クラウド環境を活用した校務 DX を大きく阻害し

ていると考えられる FAX・押印の制度・慣行の見直しを速やかに行うこと。 

また、教育委員会は、校務系・学習系ネットワークの統合、パブリックク

ラウド上で運用できる校務支援システムの導入等の次世代校務 DX環境の整

備に取り組み、ロケーションフリーでの校務処理による教職員一人一人の

事情に合わせた柔軟かつ安全な働き方を可能とすること。 

なお、校務 DX の実現には、最低限必要な基盤として学校における適切な

ネットワーク環境の整備が不可欠であり、これは教育委員会の責任の下で

行われるべき事項であること。 

 

（２）学校における働き方改革の実効性の向上等 

① 取組状況の「見える化」と PDCA サイクルの構築等 

(ⅰ) 教育委員会における取組状況の「見える化」と PDCA サイクルの構築 

教職員の在校等時間を適切に管理することが、学校における働き方改革

の出発点であり、必要不可欠である。服務監督教育委員会及び校長等は、勤

務時間管理を行う責務を有しているため、労働安全衛生法等に基づき、教職

員の在校等時間の客観的な把握を徹底すること。 

その上で、全ての教育委員会において学校における働き方改革の実効性

を向上させる観点から、業務量の現状や取組状況を把握し、公表するととも

に、その状況を踏まえ、在校等時間の長時間化を防ぐために、業務の分担の

見直しや適正化、必要な環境整備等の取組を実施するといった PDCA サイク

ルの構築が不可欠であること。 

今後、国においては、全ての服務監督教育委員会が、これらを着実に行う

仕組みを検討することとしており、服務監督教育委員会においては、取組状

況の「見える化」と PDCA サイクルの構築、実施に取り組むこと。また、取

組を進めるに当たっては、在校等時間に係る目標を基本としつつ、地方公共

団体の実情に応じて、具体的・定量的な目標を設定すること。在校等時間に

係る目標については、まずは、時間外在校等時間が月 80 時間を超過してい

る教師をゼロにすることを最優先とするべきであり、その上で、「公立学校

の教育職員の業務量の適切な管理その他教育職員の服務を監督する教育委

員会が教育職員の健康及び福祉の確保を図るために講ずべき措置に関する

指針」（令和２年文部科学省告示第１号。以下「上限指針」という。）にお

ける時間外在校等時間の上限が、原則として月 45 時間以内とされているこ

とを踏まえ、全ての教師が月 45 時間以内となることを目標とすること。 
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学校における働き方改革を進めるためには、教育委員会事務局内外の様

々な部局間の連携・協力が必要であることから、教育委員会事務局において

中心となる担当を明確化すること。教育委員会は、PDCA サイクルの実施等

を通じて、公立学校の教師の勤務条件に関して労働基準監督機関としての

役割を担っている人事委員会等との連携を進めることが期待されること。 

学校において、学校評価を実施するに当たっては、例えば、評価項目に在

校等時間の縮減状況や ICT の活用をはじめとした業務効率化のための取組

状況等の関連する項目を位置付けるなど、学校における働き方改革の観点

を踏まえること。 

 

(ⅱ) 校長等の管理職によるマネジメントの重要性 

教師自らが時間管理意識を高めつつ、より裁量性を持って業務を進める

ことができるよう、校長等の管理職が、リーダーシップを発揮して学校にお

ける働き方改革を進めること。その際、時間外在校等時間が特に長時間とな

っている教師に対しては、現状を丁寧に確認した上で、業務分担の見直しや

適正化など、目に見える形で働き方を改善していくための具体的な手立て

を最優先で講じること。服務監督教育委員会においても、時間外在校等時間

が特に長時間となっている教師が在籍する学校へのヒアリングの実施等を

通じて、校長等の管理職による上記の取組の着実な実施につなげていくこ

と。 

文部科学省においては、今後、「公立の小学校等の校長及び教員としての

資質の向上に関する指標の策定に関する指針」（令和４年文部科学省告示第

115 号）を改正し、校長が果たすべき役割として学校における働き方改革に

向けたマネジメントの重要性を位置づけることとしており、任命権者が策

定する校長等の資質の向上に関する指標や当該指標を踏まえた研修に着実

に反映すること。 

 

② 保護者、地域住民、首長部局等との連携・協働 

保護者や地域住民等の理解・協力を得ながら取組を進めていくため、教育

委員会及び学校は、学校における働き方改革について学校運営協議会等の

場で積極的に議題として取り扱うよう取り組むこと。 

あわせて、教育委員会は、国の予算も活用しつつ、地域と学校をつなぐ地

域学校協働活動推進員の配置充実を進めることなどにより、学校運営協議

会と地域学校協働活動の一体的取組を一層推進するとともに、学校運営協

議会の協議を踏まえた地域学校協働活動の充実を図ること。 

学校における働き方改革を含む教師を取り巻く環境整備について、首長

部局と教育委員会が一体となって取組を推進するため、各地方公共団体は、

総合教育会議で議題として積極的に取り上げること。 

保護者や地域住民からの過剰な苦情や不当な要求等の学校だけでは解決

が難しい事案については、学校管理職経験者等の活用や様々な専門家との

連携等により、教育委員会等の行政の責任において対応することができる

体制を構築するとともに、学校等の立場に立った代理人として対応するこ
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とを含め、首長部局とも連携しながら、スクールロイヤーや地方公共団体の

顧問弁護士等をより一層活用した法務相談体制の整備・充実に取り組むこ

と。 

 

（３）教師の健康及び福祉の確保に向けた取組の充実 

① 教師のメンタルヘルス対策と労働安全衛生管理の充実 

(ⅰ) 教師のメンタルヘルス対策 

国においては、令和５年度から、精神疾患による病気休職の要因分析等に

係る調査研究事業を実施しているが、教育委員会においても、病気休職の要

因に応じた予防・復職支援が可能となるよう、要因分析を進めるとともに、

校長等の管理職の負担軽減やノウハウ不足等に対応するための支援や産業

医等の専門人材の活用等を進めること。 

県費負担教職員のメンタルヘルス対策について、最終的に病気休職や復

職の判断を行うこととなる都道府県教育委員会は、服務監督教育委員会と

の連携を充実すること。精神疾患による休職者は、特に 20 代の教師におい

て増加が著しいことから、校内における若手教師への支援体制を充実する

こと。 

 

(ⅱ) 労働安全衛生管理の充実 

常時 50 人以上の教職員が勤務している学校については、産業医の選任や

衛生委員会の設置、ストレスチェックの実施が労働安全衛生法において義

務付けられており、法令違反の状態となっている学校の労働安全衛生管理

体制を直ちに整えること。その際、都道府県教育委員会は市町村教育委員会

を強力に指導すること。 

教職員数が 50 人未満の学校においても、労働安全衛生管理体制を充実さ

せるため、医師等によるストレスチェックの実施やその結果を踏まえた面

接指導等の体制を整えること。その際、教育委員会で産業医等を任用・選任

し、複数の学校の教師の健康管理を担当させるなどの工夫を講じること。ま

た、学校は、学校保健委員会等の既存の校内委員会も活用しつつ、衛生委員

会と同様の審議や意見交換を行うこと。 

 

② 休憩時間や継続した休息時間の確保等 

服務監督教育委員会は、労働基準法に基づき、教師が適正な時間に休憩時

間を確保できるよう、授業を担当していない時間に休憩時間を割り振った

り、担任外の教師も含めて給食指導を輪番制にしたり、教員業務支援員に休

み時間の児童生徒の見守りを担ってもらったりするなどの取組を進めるこ

と。 

教師が十分な生活時間や睡眠時間を確保し、心身ともにゆとりを持ち教

育活動を行うことができるよう、今後、国において整理する留意事項や工夫

事例も踏まえ、教育委員会及び学校は、11 時間を目安とする「勤務間イン

ターバル」の取組を進めること。その際、上限指針で業務の持ち帰りは行わ

ないことが原則であることを十分に踏まえること。また、教育委員会は、学
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校における働き方改革に係る PDCA サイクルの構築に当たり、終業から始業

までに一定時間以上の継続した休息時間を確保できている教師の割合やそ

の改善状況を目標の一つとすることを検討すること。 

 

（４）柔軟な働き方の推進 

今後、国において留意事項や工夫事例を整理する予定であるが、教育委員

会及び学校においても、早出遅出勤務やフレックスタイム制度、テレワーク

等の柔軟な働き方を可能とする仕組みの検討・導入を進めること。また、校長

等の管理職は、柔軟な働き方を実現するための教職員間の業務分担に係る調

整を行うこと。 

 

 

２．学校の指導・運営体制の充実 

 

答申においては、学校の指導・運営体制の充実に関する以下の事項が提言さ

れている。文部科学省においては、令和７年度概算要求において、その実現の

ために必要な経費を要求しているとともに（詳細は別添資料３参照）、答申に

おいて検討の必要性が提言された事項については、今後、検討を進めていくこ

ととしている。 

 

【教職員定数の改善等】 

・ 小学校中学年における教科担任制の推進 

・ 新規採用教師への支援の観点から、新卒１年目は、学級担任ではなく教

科担任として学級副担任を担当するなどの取組を可能とするとともに、

持ち授業時数の軽減を図るための小学校教科担任制の拡充 

・ 生徒指導担当教師の全中学校への配置 

・ 特別支援学校のセンター的機能の強化 

・ 主幹教諭、養護教諭、栄養教諭、事務職員の配置充実 

・ 小学校における 35 人学級の計画的な整備 

・ 通級指導や日本語指導が必要な児童生徒に対する支援 

・ 学校の組織的・機動的なマネジメント体制の構築に向けた「新たな職」

の創設                            等 

 

【支援スタッフの配置充実】 

・ 副校長・教頭マネジメント支援員、教員業務支援員、スクールカウンセ

ラー、スクールソーシャルワーカー、部活動指導員等の配置充実 

 

（１）教職員定数の改善と教職員配置の在り方等 

① 持続可能な教職員指導体制の構築 

校長等の管理職は、持ち授業時数の多い教師について、小学校教科担任制

のための加配定数を活用して持ち授業時数を軽減することと併せて、校務

分掌を軽減するなどの柔軟な対応を行うこと。 
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また、若手教師を支える体制の構築のため、中堅教師やベテラン教師に気

軽に相談できる体制の整備に向けて、校内で組織的な支援体制の充実を図

ること。 

 

② 多様化・複雑化する課題と新たな学びへの対応 

地域や学校ごとに課題が様々である中、教育委員会は、地域や学校、児童

生徒の実態を踏まえた柔軟な学級編制や教職員配置が可能であり、進級時

における児童生徒の転入等によって学級編制基準を超過する場合であって

も、それがわずかな人数であり、学級数を据え置くことが教育的配慮から望

ましい場合等は、必ずしも学級編制基準に従って学級を分割する必要はな

い点に留意すること。 

教育委員会は、学校における働き方改革に係る PDCA サイクルの一環とし

て、支援が必要な学校に対して、教職員や支援スタッフの配置の改善に取り

組むこと。 

 

③ 組織的・機動的なマネジメント体制の構築 

学校における働き方改革の推進や多様化・複雑化する教育課題への適切

な対応のため、学校の組織的・機動的なマネジメント体制を構築し、チーム

として対応していくことが重要である。 

今後、国において検討を進める、学校横断的な取組についての学校内外と

の連携・調整機能の充実や若手教師へのサポート機能強化のための「新たな

職」の設置も含め、校長とともにマネジメントの中核を担うべき副校長や教

頭、管理職と各教職員のパイプ役となる主幹教諭、総務・財務事務の専門性

を活かしてより主体的・積極的に校務運営に参画することが求められてい

る事務職員等の配置充実を図るなど、学校におけるマネジメント体制の一

層の充実を図ること。 

 

（２）支援スタッフの配置の在り方等 

教育委員会は、国の予算も活用しつつ、学校における働き方改革と教育の

質の向上に向けて、支援スタッフの配置効果が定量的に確認されたこと等も

踏まえ、支援スタッフの更なる配置充実を進めること。 

教育委員会及び学校は、全ての小・中学校で教員業務支援員との協働を通

じた負担軽減が進むよう、教員業務支援員の安定的な確保のための環境整備

と一層の連携・協働に向けた学校マネジメントを推進すること。また、校長等

の管理職は、「教員業務支援員との協働の手引き」等も活用しながら、教師と

教員業務支援員の役割分担を着実に進めること。 

 

（３）多様な専門性を有する質の高い教職員集団の形成 

教員養成について、令和５年の教職課程認定基準等の改正により、心理・福

祉等の特定分野に強みや専門性を持つ学科等に係る特例や専科指導優先実施

教科に対応した小学校教員養成に係る特例を活用した場合、４年制大学にお

いて二種免許状の教職課程の設置が可能となったところであり、地域の大学
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等とも連携し、このような教職課程の活用等も通じて、様々な強みや専門性

を持った教師の養成・採用に向けた取組を進めること。 

また、都道府県教育委員会は、令和６年５月に改訂された「特別免許状の授

与及び活用等に関する指針」も踏まえ、特別免許状の積極的な活用を進める

とともに、教育委員会は、各学校のニーズを的確に把握し、特別非常勤講師の

制度の一層の活用を進めるなど、多様な専門性や背景を持つ人材を学校組織

の中に積極的に取り込んでいくこと。その際、地方公共団体の一般職の任期

付職員の採用に関する法律に基づく任用も効果的に活用することや、社会人

経験者等を対象とした特色ある採用選考の方法も検討すること。 

さらに、教育委員会は、広く社会人等も対象に含めた形で、教職の魅力等に

ついて広報・啓発する取組を実施するとともに、教育委員会や学校が持つ人

材募集のニーズを適切に発信し、教職を希望する社会人等が入職するに当た

っての不安を払しょくするための取組を進めること。 

 

 

３．教師の処遇改善 

 

答申においては、教師の処遇改善に関する以下の事項が提言されている。文

部科学省においては、令和７年度概算要求において、その実現のために必要な

経費を要求しているとともに（詳細は別添資料３参照）、答申において検討の

必要性が提言された事項については、今後、検討を進めていくこととしている。 

 

・ 教職調整額の支給割合の引上げ 

・ 新たな職に伴う新たな級の創設（教諭と主幹教諭の間に創設し、教諭よ

りも高い処遇とすることを想定） 

・ 学級担任に係る手当の加算 

・ 管理職手当の改善                       等 

 

教育委員会は、地方公務員法等に基づき、教師の能力と業績を適正に評価し、

その結果を昇任、昇給、勤勉手当等の人事管理に活用すること。また、管理職

のマネジメント能力の向上に向けた研修や人事評価の指標の見直し、高いマネ

ジメント能力等を有する人材の早期からの管理職への登用を行うこと。 

 

 

４．教師を取り巻く環境整備の着実な実施とフォローアップ  

 

文部科学省においては、教師を取り巻く環境整備の進捗状況や教師の在校等

時間の状況等について、毎年度実施する「教育委員会における学校の働き方改

革のための取組状況調査」等を通じて客観的にフォローアップを行う予定であ

ること。 

また、答申においては、以下の事項についても、今後の検討が期待される事

項として挙げられているところである。 
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・ 学校教育の質の向上に向けた、次期学習指導要領における新たな学びと

標準授業時数の在り方等 

・ 教師の質の向上に向けた、教員免許や教員養成の在り方等 

・ スポーツ・文化芸術活動に継続的に親しむ機会の確保に向けた、地域の

環境整備の中での部活動改革の在り方等 

答申におけるこうした指摘も踏まえつつ、文部科学省としても、今後必要な施

策等について検討を行っていく予定であること。 

 

 

【別添資料一覧】 

別添資料１ 「令和の日本型学校教育」を担う質の高い教師の確保のための環

境整備に関する総合的な方策について（答申）（令和６年８月 27 日 

中央教育審議会） 

別添資料２ 教師を取り巻く環境整備 総合推進パッケージ（令和６年８月 29

日） 

別添資料３ 令和７年度概算要求 関係資料（抜粋） 

 

【参考 URL】 

① 「令和の日本型学校教育」を担う質の高い教師の確保のための環境整備に

関する総合的な方策について（答申）（令和６年８月 27 日 中央教育審議会） 

※審議関係参考資料等を含む。 

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo3/079/sonota/14129

85_00006.htm 

  

 

② 「働き方改革振り返りシート」（中央教育審議会初等中等教育分科会質の

高い教師の確保特別部会（第 14 回）（令和６年７月 26 日）参考資料２） 

https://www.mext.go.jp/content/20240726-mxt_zaimu-000037162_8.pdf 
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③ GIGA スクール構想の下での校務 DX 化チェックリスト～学校・教育委員会

の自己点検結果～〔確定値〕（令和６年３月 29 日 文部科学省初等中等教育

局学校デジタル化プロジェクトチーム） 

https://www.mext.go.jp/content/20240402-mxt_jogai01-000033278_01.pdf 

  

 

 

 

 

【本件連絡先】 

文部科学省初等中等教育局財務課 

企画調査係 

電話：03-6734-2567（直通） 

Email：zaimu@mext.go.jp     
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